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現行の滋賀県感染症予防計画の構成
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滋賀県感染症予防計画

第１ 感染症の予防の推進の基本的な方向

第２ 感染症の発生の予防およびまん延の防止のための施策

第３ 感染症の病原体等に関する情報の収集、調査および研究

第４ 病原体等の検査の実施体制および検査能力の向上

第５ 感染症に係る医療を提供する体制の確保

第６ 感染症の患者の移送のための体制の確保

第７ 感染症に係る医療を提供する体制等の確保に係る目標

第８ 宿泊施設の確保

第９ 外出自粛対象者の療養生活の環境整備

第10 感染症の予防またはまん延防止のための総合調整・指示の方針

第11 感染症対策物資等の確保

第12 感染症に関する啓発および知識の普及ならびに感染症の患者等の人権の尊重

第13 感染症の予防に関する人材の養成および資質の向上

第14 感染症の予防に関する保健所の体制の確保

第15 特定病原体等を適切に取り扱う体制の確保

第16 緊急時における感染症の発生予防およびまん延の防止等の施策

第17 その他感染症の予防に関する重要事項

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）

第１０条 都道府県は、基本指針に即して、感染症の予防のための施策の実施に関する計画(以下「予防計画」という。)を定めなければな
らない。

第１９項 医療機関、病原体等の検査を行っている機関及び宿泊施設の管理者は、予防計画の達成の推進に資するため、地域における必
要な体制の確保のために必要な協力をするよう努めなければならない。

感染症法令に基づき、
下記の事項の目標を定めています。

①医療提供体制の確保に係る目標
②検査実施体制の確保に係る目標
③宿泊施設の確保に係る目標
④人材の養成に係る目標
⑤保健所の体制の確保に係る目標

上記のほか、調査研究体制を
整備する目的で衛生科学センター
（地方衛生研究所）における
「ゲノム解析実施可能件数」なども
定めています。



感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）

第１０条
の２

都道府県は、感染症の発生の予防及びまん延の防止のための施策の実施に当たっ
ての連携協力体制の整備を図るため、都道府県、保健所設置市等、感染症指定医療
機関、診療に関する学識経験者の団体及び消防機関その他の関係機関により構成
される協議会（以下、「都道府県連携協議会」という。）を組織するものとする。

第2項 都道府県連携協議会は、その構成員が相互の連絡を図ることにより、都道府県及
び保健所設置市等が定めた予防計画の実施状況及びその実施に有用な情報を共有
し、その構成員の連携の緊密化を図るものとする。

各種体制確保にかかる目標の達成状況について①（連携協議会の目的）

5

平時の連携協議会の目的

感染症法により、都道府県に設置する連携協議会は、

①予防計画の実施状況
（医療提供体制を始めとした各種体制の確保に係る目標等の進捗・実施状況）

②予防計画の実施に有用な情報

を共有し、構成員の連携協力体制を構築することが求められる。



各種体制確保にかかる目標の達成状況について②（目標の詳細）
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目標の分類 具体的な目標の詳細

医療提供体制の確保に係る目標
＜医療措置協定＞

医療措置協定により確保した
①新興感染症（※）患者を入院させるための病床数
②新興感染症に対応する発熱外来医療機関数
③自宅・施設療養中の新興感染症患者に対して医療を提供する
医療機関数

④後方支援の医療機関数
⑤医療人材派遣の人員数
⑥2カ月分以上の個人防護具を備蓄する医療機関数

検査実施体制の確保に係る目標
＜検査措置協定＞

①衛生科学センター（地方衛生研究所）の新興感染症にかかる検査
実施能力および検査機器の数

②検査措置協定により確保した医療機関・民間検査機関の検査実施
能力

宿泊施設の確保に係る目標
＜宿泊施設確保措置協定＞

宿泊施設確保措置協定により確保した新興感染症患者を療養させる
ための居室数

人材の養成に係る目標 ①医療措置協定を締結した医療機関等の研修および訓練の実施・参加
割合

②県が実施する感染症の研修・訓練の回数

保健所の体制の確保に係る目標 ①保健所業務を行うための確保人員数
②必要な研修を受けたIHEAT登録者数

※感染症法に規定された新型インフルエンザ等感染症・指定感染症・新感染症



医療提供体制確保の目標対実績（総括）
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病院 診療所 薬局 訪問看護事業所

目標値
（A）

５８機関
（全病院）

５41機関 3７３施設 65事業所

12月末現在の
締結済数
（B）

５４機関 ４６３機関 ５９４施設 １7事業所

目標達成までの
必要数

（Ｃ）
A-B

４機関 ７８機関 達成済 ４8事業所

各医療機関へ
協議・意向確認

改正感染症法施行・県予防計画発効

令和６年１月 ７月 １２月

協定指定医療機関申請書提出・協定締結
協定指定医療機関指定

４月

継続実施



医療措置協定締結の進捗状況について（病床）
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流行初期 流行初期以降

目標値
（A）

確保病床数 246床 466床

内、重症用 31床 52床

12月末までの
締結数（B）

確保病床数 485床 ６１０床

内、重症用 3７床 ４６床

目標達成までの
必要数（A-B）

確保病床数 達成済 達成済

内、重症用 達成済 ６床

特に配慮を要する患者に対応する医療機関 流行初期
流行初期
以降

精神疾患を
有する患者

目標値 ３機関 １０機関

令和6年１２月末までの締結数 3機関 １１機関

妊産婦

目標値 ８機関 ９機関

令和6年１２月末までの締結数 6機関 ６機関

小児

目標値 ８機関 １３機関

令和6年12月末までの締結数 １１機関 1４機関

障害者児

目標値 ３機関 ７機関

令和6年１２月末までの締結数 ５機関 6機関

特に配慮を要する患者に対応する医療機関 流行初期
流行初期
以降

認知症
患者

目標値 ７機関 １１機関

令和6年１２月末までの締結数 １３機関 ２３機関

がん患者

目標値 ８機関 １１機関

令和6年１２月末までの締結数 １２機関 １9機関

透析患者

目標値 １１機関 ２１機関

令和6年１２月末までの締結数 １４機関 ２３機関

外国人

目標値 ６機関 ６機関

令和６年１２月末までの締結数 ８機関 １０機関



医療措置協定締結の進捗状況について（発熱外来）

9

流行初期 流行初期以降

公表3カ月
経過時点

公表後
6カ月以内

第一種・第二種
感染症指定
医療機関

目標値 A 7機関 ７機関 7機関

令和6年１２月末までの締結数 B ７機関 ７機関 ７機関

目標達成までの必要数 A-B 達成済 達成済 達成済

病院 目標値 A 8機関 １７機関 46機関

令和6年１２月末までの締結数 B 2７機関 3９機関 4３機関

目標達成までの必要数 A-B 達成済 達成済 ３機関

診療所 目標値 A ー ー 541機関

令和６年１２月末までの締結数 B ５５機関 ３５８機関 ４５０機関

目標達成までの必要数 A-B ー ー ９1機関



発熱外来の圏域別分析

10

圏域別内訳 流行初期 流行初期以降 ＜参考＞
コロナの
1日当たり
最大発生
患者数内訳
（※）

公表3カ月
経過時点

公表後
6カ月以内

対応可能
患者数計

内、確保措置
対象

大津保健医療圏
（大津市保健所管轄地域）

１９機関
（１２機関）

10７機関 １３０機関 １，１９７人 452人

湖南保健医療圏
（草津保健所管轄地域）

２６機関
（１９機関）

１２４機関 １４７機関 1,７6８人 1,084人

甲賀保健医療圏
（甲賀保健所管轄地域）

７機関
（７機関）

３３機関 ４４機関 ５５１人 493人

東近江保健医療圏
（東近江保健所管轄地域）

２０機関
（１３機関）

５８機関 ７０機関 ９２５人 325人

湖東保健医療圏
（彦根保健所管轄地域）

７機関
（６機関）

２６機関 ３３機関 ３８８人 410人

湖北保健医療圏
（長浜保健所管轄地域）

７機関
（７機関）

３８機関 ５２機関 ５７０人 410人

湖西保健医療圏
（高島保健所管轄地域）

３機関
（３機関）

１８機関 ２４機関 ２４７人 97人

※県内でコロナ患者が1日当たりの最大発生者数3,2７1名（県外等患者10名除く）を記録した2022年8月19日の圏域別内訳



左記、病院・診療所の内、
特に配慮を要する患者の

病院・診療所数

協定締結
機関数

妊産婦
目標値 A 29機関

令和６年12月末
までの締結数

B １７機関

目標達成までの
必要数

A-B １２機関

透析
患者 目標値 A 33機関

令和6年１２月末
までの締結数

B ３３機関

目標達成までの
必要数

A-B 達成済

小児
目標値 A 26機関

令和６年１２月末
までの締結数

B １４９機関

目標達成までの
必要数

A-B 達成済

医療措置協定締結の進捗状況について（自宅療養者等）
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協定締結
機関数

病院・
診療所

目標値 A 325機関

令和6年１２月末
までの締結数

B ４３５機関

目標達成までの
必要数

A-B 達成済

薬局
目標値 A 373施設

令和６年１２月末
までの締結数

B ５９４機関

目標達成までの
必要数

A-B 達成済

訪問看護
事業所

目標値 A 65事業所

令和６年１２月末
までの締結数

B １７事業所

目標達成までの
必要数

A-B 4８事業所



医療措置協定締結の進捗状況について（訪問看護事業所）
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令和7年1月1日現在の
訪問看護事業所の協定締結リスト

大津 訪問看護ステーション坂本

大津 訪問看護ステーションビジット大津

大津 ワンモア訪問看護リハビリセンター大津事業所

湖南 ライフパートナ―訪問看護ステーション

湖南 リニエ訪問看護ステーション草津

湖南 守山市社会福祉協議会訪問看護事業所

湖南 あうん訪問看護栗東

湖南 訪問看護ステーションウィング

甲賀 訪問看護ステーション甲賀

甲賀 訪問看護ステーションまごころ

甲賀 ぼだいじ訪問看護ステーション

東近江 公益社団法人滋賀県看護協会訪問看護ステーション

東近江 ワンモア訪問看護リハビリセンター

東近江 訪問看護ステーションヴォーリズ

東近江 訪問看護ステーションすばる

東近江 訪問看護ステーションゆげ

湖東 訪問看護ステーションここあ

「病院系（市町設置型含む）」「市町（社協含む）設
置型」の事業所から協定締結の依頼予定

連携協議会構成員の病院・市長会にお願いです。
訪問看護事業をもつ病院におかれましては、
訪問看護事業部に、市長会におかれましては、
会員の市に医療措置協定の情報共有の御協力を
お願いいたします。（参考資料１）

9/11 看護協会「訪問看護支援センター」を
とおして、全訪問看護事業所に再周知
(リーフレットメール送付)



確保人員数 医師 看護師 その他

目標値
A

１４人
（13人）

67人
（52人）

１３人
（１３人）

令和６年１２月末までの
協定による人員確保数 B

３８人
（１３人）

９０人
（５１人）

２９人
（１９人）

目標達成までの必要数
A-B 達成済

達成済
（１人）

達成済

医療措置協定締結の進捗状況について（後方支援・人材派遣）
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後方支援の協定 医療機関数

病院
目標値 A ５８機関

令和６年１２月末
までの締結数

B ５４機関

目標達成までの
必要数

A-B ４機関

有床
診療所

目標値 A 30機関

令和６年１２月末
までの締結数

B ９機関

目標達成までの
必要数

A-B 2１機関

人材派遣の協定 医療機関数

病院
目標値 A 29機関

令和６年１２月末
までの締結数

B ３４機関

目標達成までの
必要数

A-B 達成済

診療所
目標値 A ー

令和６年１２月末
までの締結数

B ２７機関

目標達成までの
必要数

A-B ー

※カッコ内は県外派遣可能な人数



医療提供体制の確保目標対実績（PPE備蓄）
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目標値

A

１２月末現在締結している
医療機関における割合

B＝Ｓ‘／Ｓ

目標達成までの
必要数
C=A-B

2カ月分以上備蓄する
医療機関の割合

８０％ 4２.８％ 3７.２％

病院 診療所 訪問看護
事業所

計
Ｓ

12月末現在の
協定締結医療機関数

５４機関 ４６３機関 １７事業所 ５３４

（再掲）
協定締結機関数目標

58機関 594機関 ６５事業所 ７１７

病院 診療所 訪問看護
事業所

計
Ｓ‘

12月末現在の
2カ月分以上備蓄する
旨の協定を締結した

医療機関数

３８機関 １８９機関 ２事業所 ２２９



医療措置協定に基づく実施状況等の報告のとりまとめ①

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）

第３６条
の５

第４項

協定の実施状況等の報告を受けた都道府県知事は、当該報告の内容を、電磁的方法により厚生労働大臣に報告するとともに、
公表しなければならない。

医療措置協定を締結した医療機関は、感染症法および締結した協定に基づき、
「協定の実施状況等」を報告することが義務付けられている。

「平時（新興感染症発生時以外）の報告」→年次調査（年１回）
「有事（新興感染症発生時）の報告」→病院・有床診療所 日次調査（毎日）

→診療所・薬局・訪問看護事業所 週次調査（毎週）

医療措置協定

第９条 （協定の実施状況等の報告）
医療機関の管理者は、都道府県知事から本協定に基づく措置の実施の状況および当該措置に係る当該医療機関の運営の状況そ
の他の事項について報告の求めがあったときは、速やかに当該事項を報告するものとする。この場合において、電磁的方法（G-
MIS）により報告を行う（よう努める）。

第１０
条

（平時における準備）
医療機関の管理者は、医療の措置を迅速かつ的確に講ずるため、平時（新型インフルエンザ等感染症等の発生前）において、年１回
以上、次に掲げる準備を行うよう努めるものとする。
一 医療機関において、最新の科学的知見に基づいた適切な知識を本協定の措置の実施に関わることが見込まれる医療従事者
等が習得することを目的として、研修を実施する、または外部の機関が実施する医療機関向け研修に当該医療従事者等を参加
させること。
二 措置を講ずるにあたっての訓練を、乙の医療機関において実施する、または、外部の機関が実施する訓練に本協定の措置の
実施に関わることが見込まれる医療従事者等を参加させること。
三 措置を講ずるにあたっての医療機関における対応の流れを点検すること。
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医療措置協定に基づく実施状況等の報告のとりまとめ②

令和６年度調査（１２/９～1/10実施）の概要

７８．９％ ＝ 報告済数 864機関 / 協定締結済数 1,095機関

医療措置協定の内容の確認、実際のPPE備蓄量、かかりつけ患者以外の受け入
れ可否、オンライン診療の可否、オンライン服薬指導の可否、研修・訓練の実施状況
などを、医療機関等情報支援システム（G-MIS）により調査を実施

病院 診療所 薬局 訪問看護事業所

調査時点（12/9）
の協定締結数

（A）
５１機関 ４４７機関 ５８０施設 １７事業所

平時対応の
報告数
（B）

43機関 ２８０機関 ５２９施設 １２事業所

回答率
（B/A） 84.3% ６２.６％ ９１．２％ 70.5％

16



検査実施体制の確保目標対実績（衛生科学センター）

17

県・大津市
共通

目標値
（※）

現在値

1日あたりPCR検査実施可能件数 420件/１日 ２１０件/１日

整備するPCR検査機器の数 ６台 3台

1週あたりゲノム解析実施可能件数 100件/1週 30件/1週

※衛生科学センターの再整備後の目標値（令和９年度供用予定）



検査実施体制の確保目標対実績（検査措置協定）

18

県・大津市
共通

流行初期 流行初期以降

医療機関
民間

検査機関
計 医療機関

民間
検査機関

計

目標値
（Ａ）

180
件／日

4,080
件／日

１２月末現在の
確保検査実施件数

（Ｂ）

６００
件／日

2,360
件／日

２，９６０
件／日

1,4９6
件／日

4,100
件／日

5,596
件／日

（参考）
協定締結機関数

3６機関 ４機関 ４０機関
1４１
機関

４機関
１４５
機関

目標達成までの
必要数
Ｃ＝Ａ－Ｂ

達成済 達成済



宿泊施設の確保目標対実績（宿泊施設確保措置協定）

19

県・大津市
共通

流行初期 流行初期以降

目標値
（Ａ）

62室 677室

9月1日現在の
確保居室数
（Ｂ）

６２室 ２３６室

（参考）
協定締結施設数

1施設 ２施設

目標達成までの
必要数
Ｃ＝Ａ－Ｂ

達成済 ４４１室



人材養成の目標対実績（研修）

NO. 計画記載の研修の
種別一覧

実施
目標

Ⅰ 医療機関等向け

各年
1回
以上

Ⅱ 高齢者施設・
障害者施設向け

Ⅲ 検査担当従事者向け

Ⅳ 学校・園の職員向け

Ⅴ IHEAT登録者向け

Ⅵ 保健所職員向け

Ⅶ 県職員等向け

Ⅷ 県民向け

NO. 研修の名称一覧 参加目標 参加実績

A 検査部門の職員向け
各年1回
以上

23名

B 疫学部門の職員向け 25名

NO. 県が実施する研修 対象者 実績実績・実施予定

① リスクコミュニケーション・
シンポジウム

保健・医療・福祉関係者
希望する県民の方 Ⅰ～Ⅷ全て

11/29実施済

② 感染対策地域支援ネットワー
ク（HAI-net）研修

Ⅰ（訪問看護事業所）・Ⅱ 8/7～12/17実施済
（オンライン配信有）

③ 入院医療機関向け研修 Ⅰ（病院・有床診療所） 1/30実施予定

④ 看護職員向け専門研修 Ⅰ（病院・診療所） 1/30実施予定

⑤ 検査技師向け専門研修 Ⅰ（病院） 第1回 9/22実施済
第2回 2/23実施予定

⑥ 医療機関所属全職種向け研修 Ⅰ（病院・診療所・歯科診療所・
薬局）

1/30実施予定
（オンライン配信有）

⑦ 学校・保育園等職員向け研修 Ⅳ 9/19実施済

⑩ 肝炎コーディネーター研修 誰でも 12/15実施済

⑪ 結核研修 Ⅰ（病院・診療所）・Ⅱ・Ⅳ・Ⅵ・Ⅶ 2～３月実施予定

⑫ 予防接種事業研修 市町の予防接種担当者
医療機関

5/31・11/28実施済

⑬ IHEAT座学研修 Ⅴ 2/1実施予定

⑭ 保健所職員研修 Ⅵ 全４回予定（３回実施済） 20

国実施の研修の参加目標

県の研修の実施目標



人材養成の目標対実績（訓練）

21

訓練の名称一覧 実施予定

新興感染症の発生を
想定した訓練
（年1回以上）

感染症対策総合訓練
（大津市と市立大津市民病院と合同で実施します。）
（議題３の「感染症対策総合訓練」で詳細を説明します。）

IHEAT登録者向け訓練
（年1回以上）

IHEAT登録者向け研修と一緒に実施（２/1実施予定）

県が実施する訓練の実施目標対実績

各保健所が実施する訓練の実施目標対実績

訓練の名称一覧 実施予定

感染症有事を想定した
訓練

・発生時対応訓練
PPE着脱訓練
移送車患者収容訓練
災害時における感染症対応訓練（嘔吐物処理等）

・受援体制整備訓練
保健所職員・市町職員合同での積極的疫学調査のシミュレーション訓練

上記内容等の感染症有事を想定した訓練を各保健所にて1回以上実施予定



保健所体制確保の目標対実績

22

保健所名称 確保人員数

草津保健所 108人

甲賀保健所 46人

東近江保健所 70人

保健所の業務を行う人員確保数

IHEAT要員で必要な研修を受けたものの確保数

保健所名称 確保人員数

彦根保健所 57人

長浜保健所 46人

高島保健所 23人

県設置保健所
合計確保人員数

350人

県・大津市保健所
合計確保人員数

100人

県・大津市の区分 保健所名称 確保人員数

県

草津保健所 24人

甲賀保健所 １２人

東近江保健所 １６人

彦根保健所 12人

長浜保健所 10人

高島保健所 6人

大津市 大津市保健所 20人

大津市保健所確保人員数

76人
※県は、保健所本務150人、応援職員200人の計350人の人員を設定し、
必要な地域保健対策を継続して保健所機能を維持するための人員数を設定

※大津市は感染症対応業務に従事する人員数を設定

令和5年度
IHEAT研修
受講者数

IHEAT
登録者
人員数

17人 45人

令和６年度
IHEAT研修
受講予定者数

1２人

令和６年度研修は
２/1実施予定
受講予定者数は
1/10時点の
申し込み者数



1.感染症法令に基づき予防計画において定める
各種体制確保にかかる目標の達成状況について

2.その他予防計画の推進に係る各種取組について
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その他予防計画の推進に係る各種取組

24

協定種別 概要 締結した相手方・協定数等

消防との移送協定 コロナ発生前から、エボラ等の一類感染症を対象と
していた協定を締結していたが、今回各保健所が締
結しなおす協定では、一類感染症だけでなく、二類感
染症・新型インフルエンザ等感染症・指定感染症・新
感染症を移送の対象感染症に追加。

各消防本部

民間移送事業者との
協定

新興感染症の発生等の感染症有事に迅速に移送体
制を整備できるよう、新興感染症発生時に移送の委
託に係る契約の協議に応じることを定めた協定。

民間救急事業者・・・・・・・2者締結済
介護タクシー事業者・・・13者締結済
タクシー事業者・・・・・・・11者締結済

職能団体との協定 職能団体と平時からの新興感染症の備えと新興感
染症発生時の各種取組の協力等を定めた協定。

滋賀県医師会
滋賀県歯科医師会
滋賀県臨床検査技師会

食料小売事業者との
協定

次期新興感染症発生およびまん延時に自宅療養者
等への迅速な食料品の提供が行える体制を構築す
る目的で、確保する食料品の内容等を予め定めてお
く協定。

1者締結済・3者調整中

配送事業者との協定 次期新興感染症発生およびまん延時に自宅療養者
等への迅速な食料品の提供が行える体制を構築す
る目的で、食料品の配送手段を平時から確保してお
く協定。

3者調整中

市町長との協定 市町長との感染症患者にかかる情報提供や、保健
所の応援派遣等について、平時から定めておくもの。

＜令和７年6月までに締結予定＞
詳細は次スライド



その他予防計画の推進に係る各種取組

新型インフルエンザ等対策特別措置法の政府行動計画に、市町村の役割や都道府県と市町村との連携
について記載されたため、県の行動計画改定と併せて、市町長との協定締結を検討中

＜政府行動計画・ガイドライン記載の市町村が実施すること（一部抜粋）＞

○予防接種（住民接種）体制の構築

○保健所への応援派遣

○都道府県が実施する全庁的な研修・訓練の参加

○新型インフルエンザ等の発生状況、動向及び原因に関する状況に対する住民の理解の増進

○要配慮者の把握（要配慮者リストの作成）
a 一人暮らし又は同居家族等の障害、疾病等の理由により、介護ヘルパー等の介護等が
なければ、日常生活（特に食事）が非常に困難な者

b 障害者のうち、一人暮らし等の理由により、介護ヘルパーの介護や介助がなければ、
日常生活が非常に困難な者

c 障害者又は高齢者のうち、一人暮らし等の理由により、支援がなければ市町村等からの
情報を正しく理解することができず、感染予防や感染時の対応が困難な者

d その他、支援を要する者（ただし、要配慮者として認められる事情を有する者

○要配慮者への支援内容の検討、食料品や生活必需品等の提供の準備

○市町村が関係団体や地域団体、社会福祉施設、介護支援事業者、障害福祉サービス事業者
等に協力を依頼し、発生後速やかに必要な支援を行うことができる体制を構築

25


